




































































                              

























水準を０で表わし、企業Ｎが生産するブランド製品Ｎの品質水準を )10( << qq で表わすことにす
る。前稿と同様に、両製品の差別化の度合い、すなわち市場における消費者の両製品に対する代替
の度合いを )(qt として、 0)(,1)(0 <¢<< qtqt を仮定し6、各々の企業が直面している市場の逆需要
関数を、生産量 ix を用いて、具体的にそれぞれ以下のように仮定する7。

















































+= 　　ただし（ :, nFF 固定費用　　　（1.2）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 :, ncc 単位コスト）





ように ¢ >( ) 0nF q を仮定しておく。
さらに、各企業における産出単位あたりでみた利潤獲得力の大きさ（Absolute Advantage）を、
)()()(, qcqaqNcaA nn -º-º で定義し、同様にすべての qに対して、 ( ) 0, ( ) 0A N q N q¢> > < であ






















max  ip = )(),,....,( 1 iiini xCxqxxp -
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産量より、品質水準 qの関数として表わされるので、企業Ｎに関しての最大化問題は 10 << q のも
とで、次のように定式化できる。
         
q
























)(),,....,( iiiniii xCxqxxp -=p
          
nk xx ,
max nk pp +
                   = )},(),,....,({)}(),,....,({ 11 qxCxqxxpxCxqxxp nnnnnkkknk -+-
                                                                           (1.6)
と定式化され、これらの問題に関する１階の条件より、両企業が合併した場合の最適な生産量はそ





max ( ) ( ) { ( ( ),.... ( ), ) ( ) ( ( ))}
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して、 )(),( **** qttq == bb と定義する。このとき、３企業のみが存在している寡占市場の場合に
おいても、 kt >- **b となるある一定値（ 2.0=k ）が存在し、これを満たす領域においては、
qq <* が成立する。すなわち、合併後にブランド製品の品質水準は高まる。
（命題２）　３企業が存在している寡占市場の場合にも、品質水準に関して収穫逓増となるよう
















（図１）は、 qq <* という関係が成り立つ領域を２企業のみの場合と比較して示したものであ


































         
ix
max ip = )(),,....,( 1 iiini xCxqxxp -
         
nx
max np = ),(),,....,( 1 qxCxqxxp nnnnn -                          (1.3)
利潤最大化の１階の条件より、













































¶p = 0                                   (1.4)
が成り立つ。ここで各企業が直面する逆需要関数は(1.1)で示されたので、これを用いると、
(1.4)は次の(1.4Ａ)に等しくなる。すなわち、
         　　　　　　　　　　　　　= 0,








= 0                 (1.4Ａ)

























=                             (1.4Ｂ)
を得る。ここで、前節において定義したように caA -º 、 )()()( qcqaqN nn -º とすると、
(1.4Ｂ)から、各企業の均衡における最適な生産量は次のような品質水準 qの関数として表すこ
とができる。





















=                                   (1.4Ｃ)
　次に、第1段階における企業Ｎの最大化問題は
         
q
max )(qnp = )),(()()),(),....,((
****








º  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (1.5Ａ)
と定義し、(1.1), (1.2)および (1.4)を用いると、(1.5)に関する１階の条件は、



































































)(),,....,( iiiniii xCxqxxp -=p
          
nk xx ,
max nk pp +
                   = )},(),,....,({)}(),,....,({ 11 qxCxqxxpxCxqxxp nnnnnkkknk -+-
                                                                      (1.6)
この問題の１階の条件、






















































+¶ )( pp = 0



































pp                    (1.6Ａ)
より、同様に **
ji xx = を仮定すると, 次の（1.6Ｂ）を得る。すなわち、




















=                           (1.6Ｂ)
よって、これらの関係から、両企業が合併した場合における最適な生産量は、次のような品質水
準 qの関数として表すことができる。























=                                        (1.6Ｃ)
　次に、第１段階において、合併後の企業の最大化問題は、
       
q






















と定義し、(1.1), (1.2)および (1.6Ａ)を用いると、 qに関する１階の条件は、



























































　　(1.5Ｂ)と(1.7Ｂ)について、(1.4Ｃ) および (1.6Ｃ)を用いると, 次のような式が成立する｡












































                                                                      (1.8)
ここで、（1.8）の符号について検討する。(1.8)において、次のような *q に関する関数を定義する。
すなわち、

































                                                                    (1.8Ｂ)
２企業の場合と同様に、ここで )(qN を Aq)(b  （ただし、 1)(0 << qb  かつ )()( qtq >b ） で置き



































































このとき、３企業のみが存在するケースでは、 )( *3 qM と )(
*
3 qL について, 次のような２つが成り
立つ。
１　 )( *3 qM < 0, for all 
*q ,
２　 )( *3 qL < 0, if )()(
** qtq -b > k　（ただし k＝0.203）
(１の証明)
　　 )(qN を Aq)(b で置き換えると, 3=n の場合には, すべての *q に対して )()( **3
*
3 qxqx < が成
立する。これについては補論１において示す。それゆえ(1.8Ａ)に関して、
　であることに注意すると、 0)( *3 <qM が成り立つ。 （証明終わり）
 (２の証明)
　　ここで新たに、次のような関数 3L を定義する。



































- bbbb 　 (1.9)



















b  　　　　　　　 （1.10）
が成立するので、 ),( **3 tL b は *b の減少関数であることがわかる。 ここで、 ),( **3 tL b = 0と











となるので、 ),( **3 tL b が *b の減少関数であったことに注意すると、 *b > )( *th が成立するとき、
),( **3 tL b < 0、すなわち 0)( *3 <qL が成立することがわかる。
　以上の結果は図２のように示される。この図において ),( **3 tL b < 0が満たされる領域は斜線







分に含まれる。よって kt >- **b ならば ),( **3 tL b < 0、すなわち )( *3 qL < 0が成立する。
（証明終わり）
仮定より、 0)( * <¢ qt  かつ 0)( * <¢ qN であるから、 )( *3 qM < 0 かつ )(
*
3 qL < 0が成立するとき、
*)(qg に関しての(1.8) は 0*)( >qg となることがわかる。すなわちこれは、 qq <* が成立するこ
とを示している１５。以上より、命題１が導出される。 （命題１の証明終わり）
ここで図において明らかなように、いかなる *t に対しても、 *b がさまざまな値をとることによ
り、 ),( **3 tL b < 0が成立しうる。後に補論２において検討するが、この点が４社以上存在する場
合との相違である。
　さらに、２企業のみの場合と比較すると、 ),( **3 tL b =0を成り立たせる *b の水準は、２企業
のみの場合（図中の ),( ** tK a =0を成り立たせる *a の水準）よりも大きいことがわかる。すなわち
















     qqt -= 1)(
　前稿において示したように、品質水準 qについて収穫逓増となるような通常の需要関数と費用
関数を仮定した場合、 )(qb については、このような関数を仮定することができる。
このとき、 *b と *t の間には次のような関係
     =*b 4* )1(1 t-- q
が成立し、０＜ *t ＜１を満たす、すべて *t に対して、
     )()1(1 *4* tht >-- q
が成り立つ。すなわち、合併前の品質水準に関わらず、均衡において実現する *b と *t は、命題
























          (すなわち、 5=a , 84)( 2 += qqan ),
たたし 4,....,1=i  また、 qqt -= 1)(
③　各企業の費用関数は次のような場合を仮定する。
     01.02)( += iii xxC
     )01.0100()597.6(),( 2244 +++= qqqxC
          (すなわち 597.6)( 2 += qqcn , 01.0100)(
2 += qqFn )
以上のような条件から、このとき 3=-º caA 、
また )()()( qcqaqN nn -º = 397.2










































ける最適な品質水準  *q  は、 0)( * =qf を満たすように決定される。それゆえ、(2.1)より、
0)( * =qf  を満たすような *q を具体的に求めると、












































qqd k pp が満たされていることか
ら、合併後の最適な品質水準 q は 0)( =qg を満たすように決定される。よって(2.2)より、
0)( =qg を解くことによって、合併後の最適な品質水準は
     q=0.02186
と決まる。















































  )( *qxn  と )( ** qxn の関係について示すと、以下のようになる。
(1.4Ｃ) と (1.6Ｃ)を用いると、









                                                             (Ａ１-1)
となるので、２企業のみの場合と同様に、この式において )(qN を Aq)(b で置き換えると、(Ａ
１-1) は、








---++ b   (Ａ１-2)
と書き換えることができる。ここで、 n=3の場合には, (Ａ１-2)について
           )()( **3
*









                                                                       (Ａ１-3)
となるので、すべての *q に対して、 )()( ***3 qxqx n< が成立することがわかる。
　これに対して、 4³n の場合には、すべての *q に対して、必ずしも )( *qxn < )( ** qxn が成立する
とは限らない。(Ａ１-2)において、
     }2)()1({)()()1()( 2**** ---++º qtnqqtnqh b
と定義すると、 )( *qh は





















































b  > 0











3=n  と 4³n の違いは次のように示される。
命題１の証明において、(１.８Ｂ)について新たな関数 nL を次のように定義する。























                                                                   (Ａ２-1)
すなわち、ここで、 ))(),(()( *** qtqLqL nn b= である。(Ａ２-1)において, b  は正であり、すべ
てのtに対して 0),0( >tL n  であるから、もし ),( tL n b = 0 を満たすような b が存在しないならば、
図３より、常に 0)( * >qLn が成立することがわかる。
　ここで、 ),( tL n b = 0が満たされているとき、 b は次のような t と nの関数として表すことが
できる。










     ),(1 ntR =
)()123093()82040153()107( 6*8*2*4*6*8*22*4*6*8*34*6*8* ttnttttnttttnttt +-+-++--+--+-+
     ),(2 ntR =
)16()24484()1648486()244( 6*8*4*6*8*24*6*8*34*8*48* ttntttntttnttnt -+-+-+++-++-
     ),(3 ntR = })63()8443()42{(2
6*4*6*22*4*6*32*4*6** tnttntttntttt --+-++-+-+
（Ａ2-2）
よって ),( tL n b > 0 が常に成立する条件は ),(2 ntR < 0である。
（図３）
経営論集　第62号（2004年２月)104
　 3=n のケースでは、 014428812816)3,( 4682 ³+-+= ttttR となるので、すべての tに対して
0),( £tL n b が満たされる場合が存在する。これに対して、 4³n の場合には、b がどんなに大きく
ても、製品差別化の程度に依存して ),(2 ntR < 0となるケースが必ず存在する。その詳細は以下の
ような理由による。
いま、 ),(2 ntR = 0 が満たされているとき、 nは tの関数、 )(1 tn , )(2 tn , )(3 tn , )(4 tn として
表すことができる。 ここで、これらの解、 )(1 tn , )(2 tn , )(3 tn および )(4 tn について、
0 < t < 1のもとでは、すべての tに対して )(1 tn < 0, 0 < )(2 tn 1, )(3 tn > 3および )(4 tn -
)(3 tn > 6.4 を得る。例えば、ある t (=t)について、これらの関係を図に示すと図４のようにな
る。 )(3 tn > 3 かつ )(4 tn  > )(3 tn  であることに注意すると、 4³n の場合には、 tの値に依存し
て、 ),(2 ntR < 0が満たされる場合が存在する。
実際に 4=n の場合、 )( *4 qL < 0が成立する領域は図５のようになる。それゆえ、もし
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